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研究報告書（概要版）

概要版

研究目的： 

食品中の放射性物質モニタリング検査実施のための効率的・効果的なモニタリング手法、検査結果の信頼性

の向上の取組、きめ細やかな規制のあり方等を検討し、食品中の放射性物質の効率的な監視体制の確立、並

びに食品中の放射性物質摂取による正確な健康影響評価を行うことを目的とする。 

研究方法： 

流通段階食品の放射性ヨウ素、放射性セシウムの濃度を測定し、現在のモニタリング体制による効果を検証

した。乾燥品の水戻し及び浸出、調理・加工による放射性セシウム量の変化を確認した。関東地方及び東北

地方における流通品を用いてトータルダイエット試料を調製し、放射性ヨウ素、放射性セシウムの摂取量推

定を行った。放射性物質分析法の分析性能評価方法を確立し、スクリーニング法に妥当とされる性能基準を

確立した。 

結果と考察： 

スクリーニング法としての性能は、測定下限値とスクリーニングレベルの設定により担保することが適切と

結論された。同一牛個体部位間の放射性セシウム濃度は、1.9-2.9倍の範囲で変動することを明らかにし

た。流通品1435試料中の放射性セシウム暫定規制値を超過した割合は0.4％であった。干しシイタ中の放射

性セシウムは、水戻しで約50%まで減少した。牛肉の加熱調理では、焼く（約10%）、揚げる（約1

2%）、ゆでる（約35-40%）、煮る（約80%）の割合で放射性セシウム除去され、ゆで汁や煮汁中に放射

性セシウムが移行した。牛肉を食塩を含む調理液に24時間浸漬すると約20%の放射性セシウムが除去され

た。製茶からの浸出液への放射性セシウムの移行率は39-77％であった。 

結論： 

スクリーニング検査研究成果に基づく事務連絡により、食品中の放射性セシウム検査効率が向上した。流通

品の暫定規制値超過割合は0.4％であり、地方自治体におけるモニタリングは概ね有効に機能していた。

栗・ギンナン等の果実、きのこ類、山菜類、海水魚は今後も監視を継続すべき食品群と考えられた。干しシ

イタケの水戻し、牛肉の加熱調理並びに調味液浸漬による放射性セシウムの挙動を調べ、それらの過程によ

り10?80%が除去されることが明らかとなった。製茶から浸出液への移行結果は、製茶中放射性セシウム試

験法の基礎となった。放射性セシウムの年間預託実効線量（mSv/年）は東京都が0.0021、宮城県が0.01

7、福島県が0.019であった。 
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成果

専門的・学術的観点から

の成果

食品中の放射性物質の検査に係る信頼性保証手法、効率的・効果的モニタリング手法の検討の結果、バック

グラウンドレベルと機器の計数効率から求められる測定下限値と、スクリーニングレベルの設定により、新

たにスクリーニング法としての性能を担保することが適切と結論された。また、摂食実態及び調理等による

放射性物質の低減状況の把握研究では、干しシイタケの水戻し過程、牛肉の加熱調理等による放射性セシウ

ムの挙動を調べ、それらの過程により10-80%が除去されることが明らかとなった。

臨床的観点からの成果

内部被ばくに関わる放射性物質の一日摂取量の推定では、東京都、宮城県、福島県でトータルダイエット試

料を作成し、年間預託実効線量を推定した。その結果、放射性ヨウ素濃度は検出限界以下に低下し、放射性

セシウムの年間預託実効線量（mSv/年）は、東京都が0.0021（0.0024）、宮城県が0.017（0.018）、福

島県が0.019（0.019）であった。また、放射性カリウム年間預託実効線量（mSv/年）は、0.17 (0.18)-0.

20（0.21)であり、地域間で大きな差は見られなかった。

ガイドライン等の開発

食品中の放射性物質検査効率の向上を目的とし、スクリーニング検査法を確立するとともに、検査結果の信

頼性を高めるための信頼性保証のための手法を構築した。研究成果に基づいて発出された事務連絡により検

査効率が向上した。また、4種類の条件による製茶からの浸出液への放射性セシウムの移行率が39?77％で

あり、浸出液中の放射性セシウム濃度は全ての条件で製茶の1/50以下であることを示した。この結果は、平

成24年4月1日から施行された放射性セシウムの基準における製茶の試験法の基礎となった。

その他行政的観点からの

成果

食品中の放射性物質に係るモニタリングの効果の検証研究では、放射性物質汚染が予想される地域産食品の

流通品1435試料を購入し放射性セシウム濃度を測定した。暫定規制値を超過した試料は6であり、全調査数

に対する割合は0.4％であったことから、地方自治体におけるモニタリングは概ね有効に機能していたと考

えられた。一方、特定の産地の茶において暫定規制値を超過する試料が集中したことから、その地域におけ

るモニタリング体制の強化が行われた。

その他のインパクト

放射性物質の一日摂取量の推定結果は、厚生労働省ホームページ「東日本大震災関連情報」上のリーフレッ

ト「新しい基準値の設定-平成24年４月から-」に用いられている。本研究で設定されたスクリーニング法に

ついて、平成２３年度食品衛生検査施設信頼性確保部門責任者等研修会、平成２３年度地方衛生研究所全国

協議会衛生理化学分野研修会、平成２４年度食品安全行政講習会等で講習が行われた。平成２４年度厚生労

働科学研究（食品の安全確保推進研究）シンポジウムで研究内容を発表した。

発表状況
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